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経営環境の変化は常態化している。激変し

ているときこそが平時であり、変化のないと

きの方が有事になるのかもしれない。そんな

激変する環境下で成功するためのキーワード

として、｢超和」という言葉を提示したい。

この言葉は３つの意味を持っている。

｢日本的経営」の和を超えて
1990年代の低迷期において、多くの日本企

業は、好業績を続けていたアメリカ企業のマ

ネジメントモデルをベンチマークしようとし

た。しかし、輸入したのはアメリカ型の外形

的な部分だけであり、所詮、悪いところを見

習うだけの結果となってしまった。

そもそも、輸入したマネジメントモデル

は、アメリカ企業が1980年代の日本企業の成

功を詳細にベンチマークして構築したもの

で、和魂洋才の部分が多い。日本企業が和魂

の部分を見過ごし、洋才だけを外形的に真似

して失敗したケースが散見される。｢超和」

のマネジメントが意味する１つ目は、1980年

代に賞賛された伝統的な「日本的経営」の和

を超え、さらにアメリカ型をも超えて、いず

れはグローバルスタンダードにもなっていく

であろうマネジメントモデルである。

｢調和」の和を超えて
部分最適と全体最適、短期志向と長期志

向、いずれも一方に偏りすぎることは避ける

べきである。最近の多くの日本企業が陥って

いるのは、部分最適＆短期志向であるが、全

体最適＆長期志向の方向へバランス良く「調

和」させることが重要である。

事業を執行するエグゼクティブ層において

も、エグゼクティブチームとしての和より

も、部門代表としての役割ばかりが重視され

る結果になっている。また、激変下において

は、中長期の戦略よりも短期の結果を重視す

る傾向が強まり、つじつま合わせのマネジメ

ントが幅を利かせるようになっている。ここ

でも、時間軸上の和、つまり短期と長期のバ

ランスが崩れてきており、それらの間の「調

和」が求められている。

ただし、戦略的な意義を伴って、単なる

｢調和」の和を超えることも求められている。

たとえば、集団・チームにおいては「調和」

を超えたリーダーシップも必要となるし、長

期戦略との整合がとれていれば、時限的な短

期志向もあり得るものと思われる。｢調和」

を目指し、さらに超えていくことが、｢超和」

のマネジメントの意味する２つ目である。
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｢総和」の和を超えて
企業体は、個の単純な集積ではない。個々

の人材のシナジー（相乗効果）を誘発できな

い集団は集団として組織化される意味はない

し、シナジーのない事業体は同じ企業の傘の

下にいる意味はない。

多くの日本企業は、カンパニー制や事業部

制、分社化などによって事業体を細分化し、

権限を下ろしていった。その結果生まれたの

が細分化された組織ごとの部分最適志向であ

る。人事制度面では、いわゆる成果主義の運

用の失敗に伴って個人主義がはびこり、ここ

にも小さな部分最適志向が発生した。全体最

適を志向するような「総和」を重んじる精神

はどこかへ消えてしまった。

また、各事業体の個別業績の「総和」を超

えた業績がグループ経営では達成され、本社

はそのような成果を上げる触媒の機能を果た

さねばならない。さらに、短期業績の「総

和」を超えた企業価値が中長期的には達成さ

れる必要がある。｢総和」の和を超えた成果

を上げることこそが重要であり、これが「超

和」のマネジメントの３つ目の意味である。

以上の３点から次世代のマネジメントモデ

ルについて議論を重ねた結果、筆者らは以下

の５つの切り口を提示することにした。

（１）エグゼクティブは、共通の目標と価値

観のもと、全社視点でチームとして機能する

べきである。単年度での業績評価を意識する

ばかりに短期志向になり、かつ部門代表とし

て部分最適を優先するあまりに全社レベルで

の戦略視点が疎かになるようではいけない。

（２）予算管理制度は、短期業績志向から長

期戦略志向にシフトし、資本市場、コーポレ

ート、事業部門の間にトラスト（信頼感）を

醸成させるべきである。資本市場に向けて発

表する業績予想に振り回され、予算管理の視

点が社内のマネジメントから遊離するようで

はいけないし、四半期決算に振り回されるよ

うな超短期志向になってもいけない。

（３）人材マネジメントは、個人の主体性と

集団のパワーを継続的に高め続けられるよう

になるべきである。成果主義のなかで個々人

を活かし続けられる集団の場を作っていくよ

うな人材マネジメントが求められる。

（４）グループ経営は、部分最適を志向する

組織の集積ではなく、全体最適を志向する組

織の集積となるべきである。その際に必要な

のは、全体最適を実現できる経営者自身の能

力と、本社の価値創造能力である。

（５）本社は、タスクフォース型でピュアな

機能優先組織を目指し、全体最適の触媒とし

ての機能を有するべきである。職能優先の伝

統的な固定型の組織はいわゆる機能不全にな

りがちで、柔軟でかつ一貫性のある組織の設

計が求められている。

いずれの切り口も、部分（個）から全体

（集団）へ、短期から長期へのシフトを目指

しており、３つの「超和」の論点、すなわち

｢日本的経営」｢調和」｢総和」の考え方を超

える次世代のマネジメントモデルを構成して

いる。本特集の５本の論文は、この５つの切

り口について詳細に論述している。今後の企

業変革を追求する議論の契機となり、それが

日本企業の成功の源泉になれば幸いである。
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